富山県社会福祉審議会　第１回福祉基本計画専門分科会
日　時：平成28年６月１日（水）
午後２時15分～３時50分
場　所：富山県民会館509号室

１　開　　会

【司会】　定刻になりましたので、富山県社会福祉審議会　第１回福祉基本計画専門分科会を始めさせていただきます。

まず初めに、蔵堀厚生部長からご挨拶を申し上げます。

２　挨　　拶

【蔵堀厚生部長】　厚生部長の蔵堀でございます。本日は、皆様お忙しい中、ご出席くださいましてありがとうございます。また、日頃から富山県の社会福祉施策の推進にご助言いただいておりますことに、重ねて御礼を申し上げます。

既に皆様には、ご承知のことではございますけれども、近年、少子高齢化が進み、家族形態やその意識が変化し、あるいは価値観や生活様式が多様化するといったことで、福祉のあり方、福祉施策の進め方も多様化しております。求められるニーズも非常に多様化、複雑化していると考えております。また、それに伴い、地域でどう福祉力を強化していくか、向上させていくかといったことが課題となっているところでございます。

県といたしましても、例えば生活困窮者に対する支援、生活保護という制度がありますけれども、生活保護に至る前の生活困窮者への支援ということにも取り組んでおりますし、あるいは地域包括ケアシステムの構築、それから、子ども・子育て支援新制度への対応といったことにも取り組んできております。また、障害者の関係では、障害を理由とする差別を解消するためのガイドラインを策定したところであり、県民の皆様誰もが住み慣れた地域で生き生きと安心して暮らすことができる「地域共生社会」の実現に向けて、県としても一生懸命取り組んできております。

また、国におきましては、「ニッポン一億総活躍プラン」が明日にも閣議決定されると見込まれておりますが、この中では、「希望出生率1.8を目指す」とか、「介護離職をゼロにする」といったことで、さまざまな政策を打ち出そうとされています。そのようなことを含めますと、福祉全体を取り巻く状況というのも大きく変わってきていると思います。
委員の皆様方には、本日は、新たな富山県民福祉基本計画の策定に向けた進め方などについてご審議いただくことにしておりますが、国の動きも踏まえ、皆様方が日頃から感じておられることなど、幅広い観点から忌憚のないご意見をいただければと思っております。
簡単ではございますが、開会の挨拶とさせていただきます。本日はよろしくお願いいたします。

【司会】　では、事務局から委員の出席状況について報告させていただきます。

この福祉基本計画専門分科会の委員総数は10名となっております。そのうち欠席の方もおられ、委員ご本人の出席ということでは６名の委員にご出席いただいておりますので、富山県社会福祉審議会運営規程第３条第２項の定足数（過半数）に達しておりますことをご報告いたします。
３　議　　事

（１）専門分科会長・副会長の互選について

【司会】　それでは、議事に入りますが、まず、専門分科会会長、専門分科会副会長の選任をしたいと思います。
専門分科会会長、副会長は、富山県社会福祉審議会条例第７条第３項の規定により、委員の方々で互選いただくことになっております。

どなたか推薦願えませんでしょうか。

【武隈委員】　専門分科会会長には、富山県福祉推進顧問の大橋委員にお願いしてはいかがでしょうか。

また、副委員長には、本体会議である社会福祉審議会で副委員長を務めておられる富山国際大学の宮田委員にお願いしてはいかがでしょうか。

【司会】　ただいま、武隈委員から、会長には大橋委員、副会長には宮田委員はどうかとのご発言がありましたが、皆様、いかがでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【司会】　ありがとうございます。

それでは、分科会会長には大橋委員、副会長には宮田委員にお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。

議事の進行につきましては、大橋会長にお願いしたいと存じます。

大橋会長には、会長席にお移りいただきますようお願いいたします。
〔大橋委員、専門分科会会長席へ移動〕
【大橋会長】　改めまして、大橋でございます。

皆さんのご賛同を得て、分科会長を仰せつかることになりました。どうぞよろしくお願いいたします。

富山県の福祉推進顧問として福祉事業を推進していますが、なかなか役割を果たす機会もなかったのですが、今回、新たな県民福祉基本計画を策定するということでございますので、古くからの友人である宮田先生をはじめ、委員の皆様と一緒になって、富山県のこれからの発展のための計画策定に、少しでも尽力させていただきたいと思っております。
どうぞよろしくお願いいたします。宮田先生からも一言お願いします。
【宮田副会長】　改めまして、宮田でございます。

今年は平成28年でございますが、平成８年のちょうど20年前に「富山県民福祉条例」が故三浦先生のリーダーシップの下で制定されておりますけれども、その後、20年経ち、20年は二昔、今でしたら三昔、四昔になろうかと思いますが、時代も大きく変わってきておりますので、これからの時代に相応しい計画となるよう、微力ではございますが、精一杯務めさせていただきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。

【大橋会長】　それでは、本日は１時間半という限られた時間でございますが、よろしくお願いいたします。今日は、皆さん方に今後、新計画を検討いただく際の基本的な富山県が置かれている状況の共通理解を深めることが主たる課題になるかと思います。予定では、残り30分の時間をとって意見交換の場を設けるのですが、多分、事務局が精一杯皆さんに説明するから、時間が延びるかもしれませんが、よろしくお願いしたいと思います。
（２）新たな富山県民福祉基本計画の策定について
【大橋会長】　それでは、お手元の会議次第の順序に従って進めたいと思います。

議事（２）「新たな富山県民福祉基本計画の策定について」は、知事から諮問がされておりますので、その前提となる事柄について、事務局から説明をお願いいたします。

【石浦厚生企画課長】　厚生企画課長の石浦です。新たな富山県民福祉基本計画の策定について、簡単に説明させていただきます。
まず、資料１－１をごらんください。これは、知事から平成28年２月25日付けで富山県社会福祉審議会に対しまして、「福祉に関する施策の基本となる計画の策定についての意見を求める」旨の諮問がされた文書でございます。この「福祉に関する施策の基本となる計画」というのが、富山県民福祉基本計画でございます。
この知事からの諮問を受けまして、社会福祉審議会において新計画策定に向けた進め方を審議しましたところ、本日開催の福祉基本計画専門分科会で議論した上で答申するということが決定したところでございます。
次に、資料１－２をごらんください。これは、新たな富山県民福祉基本計画の概要を記載したものでございます。

資料の下の方には、参考として、計画の位置付けについて図式化しております。ちょうど真ん中に富山県民福祉基本計画があり、その上にある富山県民福祉条例や社会福祉法に基づく計画ということになっております。
また、富山県民福祉条例第11条では、「知事は、福祉に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、福祉に関する施策の基本となる計画を定めるものとする」と規定されております。この基本計画に盛り込まれる内容につきましては、「福祉に関する基本的かつ総合的な施策の大綱」となっております。

そしてこの計画は、社会福祉法第108条に定められた都道府県地域福祉支援計画として、市町村における地域福祉の推進を支援するという性格も有しております。

他に計画の基本となるものとして、いわゆる県の総合計画であります「新・元気とやま創造計画」を踏まえた分野別計画の位置付けとなっていることと、その総合計画や「とやま未来創生戦略」、これは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく地方創生に関する計画でございますが、これらとの整合を図りながら策定されることになろうかと思います。
下の方に、高齢者、障害者、児童に関する個別計画がございますけれども、これらとの関係は、各個別計画をリード又は役割分担していこうということでございます。

では、今後のスケジュールですが、資料を１つ飛ばしまして、資料１－４をごらんください。真ん中が福祉基本計画専門分科会のスケジュールとなっております。
この専門分科会は、本日、第１回目の会議でございまして、この後は、７月上旬に「関係団体へのヒアリング」ということで、関係団体に説明会を兼ねてヒアリングみたいなことを行いたいと考えております。
それを受けて、第２回は８月ぐらいに、このときに計画の概ねの目標指標、たたき台のたたき台のようなものを議論していただくことになるかと思います。

その後、第３回は10月か11月あたりに開催することとなります。中間報告案ということで、ほぼ素案に近い形のものを作成して、パブリックコメントをその後１カ月して、年が明けた１月か２月ぐらいに最終案をまとめるというような形で第４回の分科会を開く予定としております。

資料を１つ戻りまして、資料１－３は、現行の計画の概要、構成でございます。
真ん中に「計画の目標」とありますが、「～誰もが幸せを感じる富山型共生社会の創造～人や地域の絆づくり《つなぐ・結ぶ・支え合う》」ということで、その下に記載のとおり、「ひとづくり」「地域づくり」「しくみづくり」の３つの柱立てで施策を推進するという計画になっております。

これに基づいて、どのように新計画策定の準備をしていくか、変更を加えていくかということは、今後、議論していただくことになるかと思います。
計画の期間が書いてございますが、現行の計画は平成24年度から28年度までの計画となっておりますので、今年度中に平成29年度から５カ年の計画として、新たな県民福祉基本計画を策定したいということでございます。以上でございます。
【大橋会長】　今の事務局の説明で、何かご質問なりご意見はございますか。
新計画は、資料１－２の図で左の方にある「とやま未来創生戦略」との関係が従来にはなかった流れかと思います。今まではこれがなくて、全体の構造の中で計画を策定しましたが、このウエイトがかなり大きくなっているということ。もう１つは、分野別計画があると同時に、障害者差別解消法が制定されておりますので、これがユニバーサル的に捉えられなければならないという問題が、従来にない一つの強調点かと思います。また、障害者と農業との連携みたいなものを、障害者の社会参加という側面だけではなくて、労働力を確保するという意味合いからも、あるいは国土の保全というようなことも含めて、大きな課題になってきているのかもしれません。富山県に休耕田がどのくらいあるのかわかりませんが、休耕田を活用した取組みも必要になってくるかと思います。

同じようなことでは、今お聞きしましたら、空き家が４万5,000戸ぐらいあるとのことです。全体の12.5％ぐらいが空き家だということなので、全部が全部使えるものではないにしても、かなり意識しなくてはいけない。

どうしても従来の福祉計画というと、厚生労働省の枠の中で論議をしていました。どれだけ盛り込めるかどうかは別として、限られた時間で十分ではありませんが、そのようなことも視野に入れてご意見をいただければと思います。

何か皆さん方からございますか。石黒さんや本田さんは、その分野でずっと仕事をされていますが。

【本田委員】　新計画では、どのような人たちを対象にするかというところをしっかりさせた方がよいですね。
「一億総活躍プラン」が策定されようとしていますが、その中で、取りこぼしがないように、例えば障害者とか高齢者という大雑把な言い方じゃなくて、例えば刑務所を出所した人とかホームレスの人とかは、この計画の中ではどういう位置付けになるのか。どこまでカバーできるかはわかりませんけれども、それらも捕捉した計画になった方がよいと思います。

【大橋会長】　ありがとうございました。事務局は優秀だから大丈夫だと思うので、大いに言うだけ言っていただいて、あとは取捨選択をするということだろうと思います。

私は、高齢者とか障害者のための「福祉のまちづくり」というのは間違いじゃないかと、「福祉でまちづくり」をしないとやっていけないところまで来たのではないかと思います。そういう意味では、まさに「一億総活躍社会」というのは、とても大事なことですね。ありがとうございました。

【石黒委員】　今、本田委員がおっしゃったように、一人ひとり違うということですね。すごく福祉の分野は幅広いと思いますが、前回の計画改定の時と今とで、私が個人的に変わったことといえば、孫が２人できて、子どもの福祉ということに対しての関心の持ち方が以前とは大分変わってきています。
一般的な家庭の子どもたちと、そうではない、ひとり親であるとか、色々と問題を抱えた子どもがすごく多いとのことですので、最近そういうことをすごく意識しているのですが、そういった視点も大事なのだろうと、そういう思いを持って、本日は参加させていただいております。

【大橋会長】　ありがとうございました。従来、高齢者中心に目が行っていたけれども、今は本当に子育てしにくい社会ということで、そういうことを変えていくのは本当によいことですね。
今、在住外国人というのは、富山県にどれくらいいるのでしょうか。10年ぐらい前は、ロシアの関係や環日本海の問題がたくさんあり、ここへ来て、ちょっと下火になっているかもしれませんが、それにしても在住外国人というのはかなりの数でしょう。これからの「一人ひとりを大事にする」という中には、そういう外国人の問題もきちんと入っていなければいけない。ややもすると「日本人だけで」という話になるかもしれません。

【本田委員】　外国人の方は、かなり増えていますね。しかも、あまり賃金ももらっていなくて、生活も苦しい中で暮らしているようです。そういう社会的な弱者が、ものすごくいろんな形で存在しています。そういった人たちを、先ほども申しましたけれども、外国人の方も含めて、やはり考えていかなければならないのかなと思います。
【大橋会長】　だいたい全国ベースで200カ国、300万人強と、私の頭の中にインプットされているのですが、それでいくと富山県は人口100万人だから、その12分の１ぐらいです。

【石浦厚生企画課長】　昔は全国の１％と言われましたので３万人ですが、多分、３万人よりは多いだろうと思います。

【大橋会長】　山梨県の中央市なんて、ごみ袋がポルトガル語、中国語、日本語です。そういう時代なので、よほど我々の意識を変えないと、５年後、10年後というのは変わってきてしまうかもしれませんね。だから、例えば江戸川区では、インドの人が日本に親を連れて来て、親の介護問題が出てきた、そういう時代が来たということですよね。
ありがとうございました。これにばかり時間を取っている訳にはいきませんが、とりあえず、できるだけ幅広く視野を広げて論議をしながら、実現可能な計画に絞り込んでいくということでお願いします。

４　報　　告
（１）富山県民福祉基本計画（改定版）の進捗状況について
（２）地域福祉の現状と課題について

（３）福祉施策の取組状況について
【大橋会長】　それでは、資料２に基づきまして、事務局から説明をお願いいたします。

【石浦厚生企画課長】　資料につきましては、今ほど言われた出所者やホームレス、外国人に関して準備ができておりませんので、従来どおりの高齢者、障害者、児童という関係の資料で説明させていただきます。

資料２をごらんください。これは、現行計画の指標の進捗状況一覧でございます。

この計画では、さまざまな具体的な施策を盛り込むとともに、それぞれ達成すべき指標を掲げております。その達成状況を検証して、これまで体系的、総合的に福祉施策の推進してきたところでございます。その進捗状況を取りまとめたものが資料２でございます。
まず、１番目が「ひとづくり」に関する指標でございます。一番上にございます「介護サービスにおける介護職員数」に関しては、平成22年を基点といたしまして、75歳以上の要介護認定者の伸び率に沿った形で職員数も増やしていく必要があるということで、平成33年までの目標を立てております。平成26年10月現在の実績が直近のデータでございまして、１万5,271人となっております。この計画上は平成28年の目標を上回っておりますが、昨年３月に策定しました第６期介護保険事業支援計画では、将来の介護サービス量の増加を踏まえて、平成29年度までに１万9,000人、平成37年度までに２万2,000人という目標を定めましたので、今後、新計画策定作業の中で、新たな目標を設定していきたいと考えております。

その下の「介護福祉士県内登録者数」については、数字の上では目標を上回るペースで推移しておりますけれども、その下に有効求人倍率も載せておりますが、平成27年実績3.59とありますように、現場では人材の不足感が高まっているところでございまして、引き続き福祉人材の確保に努める必要があると考えております。

２つ下に、「認知症サポーター数」というのがございます。これは、市町村で認知症サポーターを養成しておりますが、平成28年３月末で７万9,400人余りということでございまして、目標を上回るペースで順調に推移しております。
続きまして、次のページをごらんください。２番目の「地域づくり」の指標でございます。上から２つ目の「延長保育実施保育所数」、その下の「病児・病後児保育事業実施箇所数」は、いずれも順調に推移しているところですが、引き続き実施施設の増加に取り組む必要があると考えております。

次に、「障害者のグループホーム・ケアホーム利用者数」につきましては、計画策定時より利用実績が増加しておりますが、今後、障害者支援施設における利用定員の減少に伴いまして、グループホーム利用者の増加が見込まれますので、整備を推進する必要があると考えております。

その下の「訪問看護ステーション数」でございますが、平成23年の箇所数から1.5倍くらいということで、平成33年には、人口10万人当たり5.1カ所を目標にしておりますけれども、平成27年度まで5.70カ所ということで、目標を大きく上回っておりますが、実際には箇所数もさることながら、訪問看護ステーションでどれくらいの利用者に対してサービスが提供できるかが大切だと思いますので、右端の備考欄に、利用者数の推移を記載しておりますが、こちらも増加するように努力する必要があると考えております。
その２つ下の「小規模多機能型居宅介護事業所数」でございますけれども、平成22年で48カ所、33年で140カ所というかなり高い目標を掲げておりますが、この事業所は、登録した利用者が、訪問、通所、泊まり、この３つの機能を利用できる施設でございまして、今後、これまで以上に在宅介護を推進していくためには大変重要な施設だと考えております。これは、市町村が指定していくことになりますけれども、こういった事業所を県と市町村で力を合わせて増やしていきたいということで、少し高い目標になっているところでございます。
続きまして、次のページは、３番目の「しくみづくり」に関する資料でございます。上から２つ目の「富山型デイサービス施設設置数」でございますが、平成33年には200カ所を目指しております。200カ所と言いますのは、各小学校区に１カ所の目標になります。平成27年で121カ所と概ね順調に伸びておりますが、事業者、市町村と連携協力しながら、その設置促進に努めてまいりたいと考えております。

その下の「ケアネット活動の取組み地区数」でございます。目標は平成33年までに300地区としております。これにつきましては、概ね地区社協、旧の小学校区単位に１カ所というイメージで考えております。平成27年で255地区となっておりまして、現在、全ての市町村でケアネット活動に取り組まれているところでございますが、富山市の中心部などで取り組まれていないところが45地区程度あるということですので、その差分が目標の300との差になっております。これから富山市での取り組みが進んでいけば、何とか300地区という目標は達成できるのではないかと見込んでいるところでございます。指標については以上でございます。

続きまして、資料３－１をごらんください。人口減少及び少子高齢化の進行についてでございます。

富山県の人口は、吹き出しに書いてありますように、1998年の112万6,336人をピークにして、その後、減少局面に入っております。今後は、2020年頃に高齢者人口のピークを迎えまして、人口減少に伴い、高齢化率は上昇し続けると見込まれております。また、医療・介護ニーズの高い後期高齢者75歳以上の人口は、2030年ごろにピークを迎える見込みでございます。
次のページは、本県と全国の出生数及び合計特殊出生率の推移の表でございます。本県の出生数のピークは昭和47年の１万8,975人、全国のピークは昭和48年の209万人で、それから下がっていきまして、平成27年には、本県では7,556人、全国では100万5,656人までに減ってきております。平成27年の出生数は先般公表されたところでございますが、本県では10人、全国では約2,200人と、わずかながら増加したところでございます。

一方、合計特殊出生率は、１人の女性が一生に産む子どもの平均数でございますが、本県、全国ともに、昭和46、47年以降下がっていき、本県では平成18、19年では1.34、全国では平成15、16年で1.29まで下がりました。その後、近年は横ばいか、ほんの少し上向きといった感じでございますが、依然低く推移してございます。
次のページをごらんください。本県の高齢者単独世帯の推移のグラフでございます。上が高齢者の単身世帯、下が夫婦２人暮らしで、ともに高齢者の世帯の推移のグラフでございます。現在は、夫婦のみの世帯の方が単身世帯よりも多くなっておりますが、2020年に夫婦のみ世帯がピークとなり５万172人から減少していき、2035年には単身世帯の人数と逆転してしまうという見込みとなっております。

【長田高齢福祉課長】　高齢福祉課長の長田でございます。私からは資料３－２の介護保険制度の施行状況について報告させていただきます。なお、昨年度の平成27年度の状況は、取りまとめにもう少し時間がかかりますので、平成26年度までの状況について報告させていただきます。

まず、「１　要介護（要支援）認定の状況」ですが、「（１）要介護（要支援）認定者数の推移」のとおり、平成27年３月末現在、５万9,037人で、平成12年度の介護保険制度の開始時から約2.5倍に増加しております。これは、介護保険制度が定着してきたこと、また、平均寿命が延びておりまして、それに伴って介護が必要となる高齢者が増加していることが要因と考えております。また、表の２行目に「対65歳以上人口比」ということで、いわゆる認定率を記載しておりますが、平成27年３月末現在で18.1％と、ほぼ全国平均並みになっております。

次に、「（２）要介護度別分布状況」ですが、要介護度別の人口比を全国平均と比較しますと、富山県は要支援者の割合が低く、要介護者の割合が高くなっております。これは、本県が全国より高齢化が進み、75歳以上高齢者の割合が全国より高いことが要因と考えております。

次のページの「２　サービス受給者数の推移」ですが、平成26年度の月平均が５万841人で、平成12年度と比較しますと、２万9,882人の増、約2.4倍となっております。棒グラフに色をつけて内訳を示しておりますけれども、居宅サービスが2.8倍、地域密着型サービスが4.5倍ということで大きく伸びており、施設サービスは1.3倍の伸びとなっております。主なサービスの内訳は、表のとおりですので、説明は省略させていただきます。

「３　介護給付費（保険者負担分）の推移」でありますが、平成26年度が約957億円で、平成12年度と比較しますと541億円余りの増、約2.3倍となっております。その内訳を見ますと、居宅サービスが4.0倍、地域密着型サービスが4.9倍と大きく伸びており、施設サービスは1.4倍の伸びとなっております。主なサービスの内訳は、表のとおりですので、説明は省略させていただきます。

次のページの「４　サービス供給体制」ですけれども、（１）のとおり、居宅サービス事業所数は、地域密着型事業所を含めて1,831カ所で、資料の真ん中の表にありますとおり、グループホーム等の地域密着型が大きく増加しております。また、（２）のとおり、介護保険施設の入所定員につきましては、グラフの一番上の黄色の部分になりますけれども、特別養護老人ホームは地域密着型の小規模特養を含めまして1.8倍に増えるなど、全体として1.4倍に増加しております。

今後とも、高齢者が住み慣れた自宅や地域で生活を続けられるよう、居宅サービスや地域密着型サービスを中心に介護サービスの充実を図りながら、介護保険制度が適切かつ円滑に運営されるよう努めてまいりたいと考えております。この点についての報告は以上でございます。

【齊木障害福祉課長】　障害福祉課長の齊木でございます。よろしくお願いいたします。私からは、資料３－３「障害者の状況」についてご説明いたします。

まず、「身体障害者の状況」ということで、身体障害者手帳の保持者数でございます。平成26年度末で５万785人ということで、身体障害者手帳保持者数につきましては年々増加傾向にありましたが、前年度より300人ほど減少しております。

障害の種別といたしましては、肢体不自由が53％、内部障害が31％ということで、この２つを合わせて全体の84％を占めております。特に内部障害が年々増加の傾向にあるところです。障害の程度につきましては、グラフにはございませんけれども、重度・中度で約88％ということで、重度化の傾向にございます。また、年齢別では、65歳以上が76％ということで、高齢化の進展に伴いまして、障害者についても高齢化の傾向が見られるところでございます。

次のページは、「知的障害者の状況」でございます。療育手帳の保持者数は、平成26年度末で7,621人ということで、少しずつ増加している傾向にあります。平成17年度と比較しますと、約1,600人増えており、程度別では、中・軽度が63％、傾向といたしましては、軽度の知的障害が増加傾向にあるところでございます。

次のページは、「精神障害者の状況」でございます。精神障害につきましては、「精神科病院入院患者数・公費負担通院患者数の推移」ということで、平成26年度の通院患者については１万91人、入院患者については2,931人となっており、通院が増加傾向にございます。その下の「精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移」でございますけれども、これについても年々増加傾向にございまして、平成26年度では5,292人となってございます。

身体・知的・精神を合わせまして、約７万人になりますし、その他に難病の方も含めますと、県内で人口100人当たり10人近くの方が何らかの障害なり支援が必要な状況にあると思われます。以上でございます。

【石浦厚生企画課長】　では、資料３－４から資料４について説明させていただきます。

まず、資料３－４「生活保護率の推移」でございます。ご承知のとおり、富山県の生活保護率は全国最下位と言えばよいのかどうかわかりませんけど、平成７年度から最下位となっております。全国の保護率は、平成12年の0.8％余りから平成27年には1.71％まで上昇しました。それに対して本県では、平成11年の過去最低値0.18％から平成27年では0.33まで上昇しているところでございます。

続きまして、資料３－５「介護人材の現状と課題」についてでございます。まず、現状でございますが、平成25年における県内の介護職員等の人数は１万5,296人と、平成20年から4,000人ほど増加しております。しかし、これだけの人数はいるものの、職員の役割や専門性が不明確、あるいは将来を見通し難いということで、女性や中高年齢職員の早期離職が多くなってきております。一方、入口の方では、若者が介護職を避ける傾向にあり、その表れが介護福祉士等の養成校の入学者数の減少でございます。また、人が集まらず、有効求人倍率も他の職種より高く推移しております。さらに、給料が低い、いわゆる「３Ｋ」と呼ばれる「きつい」「汚い」「危険」な職場ということでイメージが悪い、加えて夜勤などで身体的、精神的な負担も大きいなど、現状は非常に厳しい状況にございます。

とは言うものの、先ほどの人口減少、少子高齢化の推移を踏まえれば、介護人材は必要でございまして、推計では、2025年までに２万1,700人余りが、今よりまだ7,000人が必要とされております。これらの必要数を確保するために、厳しい労働環境を改善し、働き続けられる職場環境の構築や介護のイメージアップなどのありとあらゆる人材確保の施策を展開していく必要があると考えております。

次に、資料３－６「富山型デイサービスについて」でございます。介護保険制度の施行状況の説明にありましたように、近年、急激に増加しております地域に密着したサービスの１形態でございまして、子どもからお年寄りまで、年齢や障害の有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で暮らすことができるよう、共生を重視した総合的な福祉サービスでございます。とりわけ発祥の富山県では行政の支援もあって、全国の１割近くの事業所が本県にございます。

次のページは、「富山型デイサービスの全国展開等の経緯」について、特区制度の活用等を記載してございます。
その次は、「ふれあいコミュニティ・ケアネット21」でございます。高齢者や障害者、介護や子育てに悩んでいる方や母子家庭世帯など、支援が必要な方々に対して、地域の人々自らがケアネットチームを編成して、見守りや話し相手、ごみ出しや除雪などの生活支援サービスの提供をするものでございます。先ほどの指標の進捗状況でも説明しましたが、実施地区がかなり増加し、平成27年度は255地区となりました。旧小学校区の300地区まで取組みを広げたいと考えております。

資料３－７は、平成27年度の県政世論調査結果でございます。この中で、「介護が必要になった場合、どこで生活することを望みますか」という問いに対しまして、「住み慣れた地域での生活を希望」するとの回答が、前回の平成25年度は66.3％でしたが、73.0％ありました。また、全体の56.0％が「自宅での生活を希望」しているということで、在宅を中心とした地域志向が高まっていることが窺われます。

次に、資料４－１「各福祉分野における主な制度改正」についてでございます。まず、「１　地域福祉」の分野でございます。東日本大震災から得られた教訓を今後に活かして、災害対策の強化を図るため、災害発生時に避難の支援が特に必要となる者についての名簿の作成、その他の住民等の円滑かつ安全な避難を確保するための措置を拡充するために、平成25年に災害対策基本法が改正されております。

また、高齢化の進展に加えまして、地域経済や雇用情勢の低迷によって生活が不安定になり、孤立しやすい人々や生活に困窮する人々が増加しております。保護や支援を必要とする人や家庭が、安心できる生活を取り戻していくための社会的援助の仕組みづくりに取り組むべく、生活保護法の改正、生活困窮者自立支援法の制定がされております。

さらに、地域社会の変容等に伴い、福祉ニーズの多様化、複雑化が生じるとともに、人口減少の中で、効果的・効率的なサービス提供の必要性や人材確保の課題が存在することから、地域の福祉サービスに係る新たなシステムの構築に向けた方策の検討を進めるため、厚生労働省において、「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」が昨年９月に策定されたところでございます。

次に、「２　高齢者福祉」の分野でございますが、医療介護総合確保推進法の成立によって介護保険法が改正され、地域包括ケアシステムの構築を推進するとともに、費用負担の公平化を図ることとされたところでございます。

「３　児童家庭福祉」の分野では、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的な認識の下に、幼児期の学校教育・保育、あるいは地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するために、子ども・子育て関連３法が、また、子どもの将来が、その生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境の整備を推進するために、子どもの貧困対策の推進に関する法律が制定されたところでございます。

最後に、「４　障害者福祉」の分野でございます。障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、平成24年６月に障害者自立支援法が改正され、障害者総合支援法に名称が変更されるとともに、障害福祉サービスの充実など、障害者の日常生活や社会生活を総合的に支援するための新たな障害保健福祉施策を講じることとされました。
また、平成27年４月から障害者総合支援法施行３年後の見直しが行われまして、これを踏まえて、障害者の望む地域生活の支援や障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応等について盛り込まれた改正障害者総合支援法が平成28年５月に成立したところでございます。

さらに、平成23年の改正障害者基本法に規定された「障害を理由とする差別の禁止」の基本原則を具体化するために、平成25年６月には障害者差別解消法及び改正障害者雇用促進法が制定され、県におきましても、障害を理由とする差別を禁止する「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」が制定されたところでございます。

最後に、発達障害者支援法の施行後10年経過を踏まえ、発達障害者の支援の一層の充実を図る改正発達障害者支援法が去る５月に成立してございます。

以上が主な制度改正の動きでございまして、資料４－２は地域共生福祉、いわゆる福祉関係の県予算をまとめたものでございます。資料の左上が地域包括ケア関係の予算、介護予防、在宅医療・訪問看護、認知症関係の予算があります。左下は福祉人材の養成・確保・資質向上施策になっております。右上が子育て支援関係で、健康や不妊のものも含んでおります。また、右下は障害者福祉関係の予算額を記載しております。

【長田高齢福祉課長】　続きまして、資料４－３です。現在、県において力を入れております地域包括ケアシステム構築に向けた取組みについて報告させていただきます。

資料の左下に記載されておりますとおり、富山県では地域包括ケアシステムの構築を官民一体で推進するため、富山県地域包括ケアシステム推進会議を平成26年６月に立ち上げました。その後、平成27年２月には共同宣言を採択し、今後取り組む事項をまとめたところであります。

その共同宣言の趣旨を踏まえまして、平成28年度は資料の右側に記載の取組みを進めることとしております。まず、「普及啓発（県民運動）」としましては、県民に理解を深めていただくということで、フォーラムを県西部で開催することとしております。また、昨年から高齢者を地域で支える活動の拡大を図ろうということで、生活支援等を実践する団体を募集、登録し、ホームページで公表するといった取組みを行っております。現在、413の団体に登録いただいておりますが、この登録をさらに増やしていきたいと考えております。そして、地域での支え合い活動を積極的に実践されている団体の顕彰にも取り組みます。

次に、「在宅医療・訪問看護の推進」としましては、県在宅医療支援センターにおいて、在宅医療に取り組む医師の確保・育成などを行いますとともに、郡市医師会在宅医療支援センターが行う開業医のグループ化等を支援しております。また、訪問看護ステーションの整備を支援しますとともに、新たに訪問看護職員の確保・定着のための働き方改革の推進としまして、テレワーク型のモデル事業やトライアル雇用、お試し雇用などによって、訪問看護職員の確保・定着を進めております。さらには、ＩＣＴを導入して、訪問看護師の業務の効率化を推進することとしております。

それから、地域包括ケアシステムの構築を進める「市町村への支援」としまして、市町村が行う生活支援体制整備等に関するセミナーを実施するとともに、介護予防や生活支援のモデル事業を実施して、市町村を支援することとしております。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、こうした取組みを推進してまいりたいと考えております。この件についての報告は以上でございます。

【永原児童青年家庭課長】　続きまして、児童家庭福祉関係の報告について、児童青年家庭課の永原からさせていただきます。

資料４－２では、先ほど厚生企画課から説明があったとおり「地域共生福祉の推進」の資料右上に、「子育て支援等の充実」という部分がございます。

こちらについては、平成28年度の子育て支援策でございますが、保育所や放課後児童クラブ等の子どもの居場所づくりにつきましては、従前から力を入れて取り組んでいるところですが、「特別な支援を要する子ども・家庭等への支援」が最近クローズアップされている部分でございまして、今年度も幾つか新規事業に取り組んでいるところでございます。

この詳細につきましては、資料４－４をご覧ください。資料左に「現状と課題」があります。課題といたしましては、「家庭が抱える課題」として、１つ目が、ひとり親家庭や多子世帯の推移、経済状況、２つ目が、必要な人に必要な相談、支援が行き届かない、３つ目が、子育てや教育に掛かる経済的負担が大きいということでございます。
また、「子どもが抱える課題」といたしまして、心身や生活面から言うと、不登校、ひきこもり等の問題が複雑化・深刻化している。それから、学習面では「中１ギャップ」というものも課題となっております。もう１つ、「進路や学習面から」ということで、児童養護施設の退所児童が進学・就職等で非常に困難を来しているということ、ひとり親家庭等の子の進学率が低いこと、こういったことが貧困の連鎖になるという指摘が最近多くなっております。

また、「相談支援体制の課題」としましては、年々増えております虐待相談等について、体制の充実と専門的な対応が今後求められてくるということでございます。

こういった課題に対しまして、これまでも取組みを実施してまいりましたが、今年度につきましては、ひとり親家庭のお子さんの進学や、親御さん自身の資格取得を促進するために、高卒認定試験の合格に対する支援、また、高等就業訓練を受けられる方に対して、資金を貸し付けまして、その後、実際に就職された方には返還を免除するといった貸付制度の創設を予定しております。また、これは国の制度ですが、児童扶養手当の２人目以降の加算の増額が図られております。それから、多子世帯やひとり親世帯の保育料等につきましても、本年度から国により軽減されたところでございます。

児童養護施設の退所者につきましても、貸付制度を新設しまして、ある一定期間就業した場合には、将来的に返済を免除するという仕組みを設けております。また、児童相談所へ一時的に保護されているお子さんは、しばらく学校に行けないことになることから、その間の学習指導をする職員の配置にも本年から取り組む予定でございます。そして、ひとり親家庭の学習支援ボランティア事業は、教員ＯＢの方等で実施しておりますけれども、県内の実施箇所を拡大する予定にしております。

相談支援体制では、困難を有する子ども・若者の支援として、いじめ、不登校や、ニート、ひきこもり等でお困りの方を支援する専門機関のネットワーク強化を図る支援体制づくりに、本年度取り組むこととしております。

続きまして、富山県家庭的養護推進計画についてご報告いたします。今年３月、新たな計画を策定いたしました。国の専門委員会は、「児童養護を行う場合には、なるべく里親のような家庭的な環境で面倒を見るように。施設によるものはなるべく少なくなるように」と報告しております。
現状は、全国で言いますと、施設が９割、里親が１ですが、富山県の場合は、施設が８割、里親は２割という状況です。これを十数年後には３分の１ずつにしていきたいという国の目標を踏まえまして、本県でもそのように取り組みたいと思っております。
資料下の図にありますとおり、左側の児童養護施設あるいは乳児院というのが施設養護。右側にあります里親や小規模住居型児童養育事業（いわゆるファミリーホーム）が家庭的養育。その中間にグループホームや施設の分園といったものが位置付けられております。この３つのタイプの養護を将来的には３分の１ずつに持っていきたいということでございます。
次のページをご覧ください。15年後の平成41年ごろには、措置が必要な児童数が175人と見込んでおりまして、それらのお子さんを、本体施設、グループホーム、里親もしくはファミリーホームで、それぞれ３分の１ずつにしようという目標を立てております。
それを実現するためには、１つ目には、児童養護施設等の小規模ケア化を推進するための環境を整備すること、２つ目には、里親等による家庭養護を推進するための里親制度の普及啓発や人材の育成を図ること、３つ目には、入所した児童に対する成人した後の自立支援に向けた取組みもしっかりしていかなければいけないということを計画で謳っております。
最後に、本年３月に策定いたしました富山県ひとり親家庭等自立促進計画について報告させていただきます。これは、第２期計画の期間満了に伴いまして、新たな５カ年計画を策定したものであります。

内容は、表に書いてございますが、①から⑤の５つの柱立ては、基本的に変えておりません。「①相談・情報提供機能や広報啓発の充実強化」につきましては、相談職員向けのマニュアル作成を行うこととしております。

「②就業支援の積極的推進」につきましては、給付金等によりまして、資格の取得を積極的に支援したいということでございます。

「③子育て・生活支援策の充実強化」は、これまでと同様、放課後児童クラブの拡充や学習支援ボランティアによる学習支援の実施等です。
「④養育費確保及び面会交流の推進」につきましては、市役所や厚生センターに相談員がおりますが、そういったところでの情報提供をより充実させたいと考えております。
「⑤経済的支援の推進」につきましては、福祉資金貸付金の貸付対象の拡大ということで、父子家庭への支援につきましても、しっかりと対応していくことにしております。

【齊木障害福祉課長】　続きまして、資料４－５「障害者差別解消法」及び「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」に関する取組みについて報告いたします。

この条例は、本年の４月１日に施行されておりますけれども、同日に施行されました「障害者差別解消法」と相まって、全ての障害のある人が安心して暮らすことのできる社会を実現するということを目指して施行されたものでございます。

内容としましては、県及び県民の責務、相談体制、紛争解決の体制、協議会の設置、普及啓発等が盛り込まれております。

まず、県の取組みとしましては、「１　相談体制の整備」として、「(1)相談員の委嘱等」がございます。相談員は、地域における身近な相談員といたしまして、市町村に地域相談員を設置しておりますし、県では専門的な相談を担う広域専門相談員を委嘱しているところでございます。

地域相談員につきましては、これまで身体障害者福祉法等で設置しております身体障害者相談員、知的障害者相談員に加えまして、精神障害者家族相談員や市町村のメンタルヘルスサポーターなどにお願いいたしまして、現在300名ほど配置したところでございます。

広域専門相談員につきましては、精神保健福祉士等の資格を持っている方２名を委嘱したところでございます。広域専門相談員につきましては、地域相談員への指導・助言や、相談事例の調査研究、助言、あっせん、申立て事案の事実調査などを担うこととしております。

「(2)専用相談室の設置」でございますが、広域専門相談員が常駐しております相談室を県庁本館１階に４月１日から設置したところでございます。今後、相談員に対する研修などを実施していくこととしております。

「２　紛争解決体制の整備」でございますけれども、「障害のある人の相談に関する調整委員会」を昨年11月に設置いたしました。この委員会につきましては、紛争解決のための助言、あっせん、差別解消施策に関する重要事項の調査審議を行うこととしております。次のページに「相談体制」と「紛争解決の体制」がございますけれども、県民が差別に関する相談として、市町村や県の地域相談員や広域専門相談員等に相談した上で解決が困難な時で、ご本人又は家族等から助言、あっせんの申立てがあった場合に、県が事実調査をいたしまして、調整委員会に諮ることとなっております。

それによっても解決しない場合、状況によりまして、調整委員会が県に勧告を求め、その結果として、当事者、関係者に勧告をするという仕組みとなっております。調整委員会の構成員としましては、障害がある人、福祉、医療、雇用、教育、その他障害のある人の権利擁護に関する有識者から成っております。

「３　富山県障害者差別解消ガイドラインの策定」でございますけれども、ガイドラインは、相談や紛争解決時の判断基準となるものでございます。国の基本方針や事業者向けの対応指針、あるいは、当事者団体、事業者等の関係団体の意見を踏まえ、パブリックコメントなども経えた上で、今年３月に策定したものでございます。

ガイドラインの基本的な考え方といたしまして、「障害を理由とする不利益な取扱い」の定義、「合理的配慮の提供」の定義がございます。不利益な取扱いや合理的配慮の提供の具体例といたしましては、分野別に具体的に例示を挙げております。資料に例示がありますけれども、ガイドライン本体では、例示を具体的に詳しく記載しております。

「４　職員対応要領等の策定」でございますけれども、国等の職員対応要領を踏まえまして、知事部局、教育委員会、警察において、県職員等が適切に対応するための要領を策定し、４月１日から施行しております。

「５　普及啓発」については、昨年７月から障害者理解のためのウェブサイト「スマイリータウンとやま」を新たに設けたほか、とやまふれあい共生フォーラム、それから、差別の基本的考え方や相談体制等の周知、チラシ、パンフレット等の配布、研修会への講師派遣等を行ってきており、引き続き普及啓発に努めていくこととしております。以上でございます。

５　意見交換

　（１）新たな富山県民福祉基本計画の策定について
【大橋会長】　短時間に報告、説明がありましたので、全てを頭に入れるのは難しいかと思いますが、また、残された時間が20分程になってしまいましたが、ご質問、ご意見をいただければと思います。いかがでございましょうか。

県民福祉基本計画の細部については、個別計画において論議があるのでしょう。

【石浦厚生企画課長】　今ほどの県からの報告の成果品みたいなものを集めた形になると思います。

【大橋会長】　そうですよね。でも、私どもとしては、個別計画で丁寧にやっていただいたとしても、全体を見る訳だから、それなりに個別計画のことも知っていなくちゃいけないですね。これは大変なことだと思いますが。
私から質問というか、幾つか抜けていると感じたのですが、１つは、制度改正のところで、社会福祉法の改正に伴って法人の許認可権が変わりましたね。地域密着型サービスになった小規模な通所介護事業所の許認可権も変わりました。富山県は小規模多機能のような地域密着型を随分大事にしてきたかもしれないけれど、こういうものが制度改正によって市町村へ権限が移譲された時に、うまく対応できているのでしょうか。社会福祉法人の認可とか。例えば、京田さん、氷見市長の許認可する社会福祉法人はいくつあるのでしょう。

【京田代理】　地域密着型サービスということですね。

【大橋会長】　介護保険の地域密着型もそうですけど、保育園とか特養とかも含めると、氷見市は、あまり氷見市以外でサービスを提供していないから、相当の数になりますよね。

【京田代理】　氷見市が許認可する社会福祉法人では、11法人になると思います。

【大橋会長】　つまり、社会福祉法の改正に伴って、社会福祉法人なり介護保険の事業所の許認可権が移譲された時に、県としてどう支援するのかが、今日の報告にありませんでした。４月28日の会議でも話しましたが、一番多いのは、富山県知事じゃなくて、市長認可の社会福祉法人の数が多いのでしょう。

【石浦厚生企画課長】　社会福祉法人の認可については、もうされてしまっているので、最近だと新規はほとんどない状況です。

【大橋会長】　少ないかもしれないけれど、既存の法人でも監督権限が市長に移っていますから、そこのところの体制支援をどうするのかということがありますね。
それから、介護保険の予防給付が地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業に移行します。これとケアネット活動の関係をどうするのかというのが今日の説明では見えなかったけれども、これは、県財政としてもかなり大きい問題ですよね。ケアネット活動にかなり補助しているから。介護保険は、富山県全圏じゃないですよね。

【長田高齢福祉課長】　保険者の数は９になります。

【大橋会長】　やはり、ケアネット活動との関係をどうするかというのは結構大きい問題ですね。新しい総合事業において事業所指定があるけど、地区社協を指定して、そういうところに、もし総合事業でお金を出して、一方でケアネット活動にもお金を出すと。そこをどうするのかということが今日の説明では見えなかった。縦割りになっているからでしょうか。

それから、発達障害と難病のデータがなかったけれども、障害者域が変わってきているので、難病を含めて考えるという流れだし、社会的に大きな問題の発達障害は、なかなかどういった枠組みで考えるかが難しいけれども、発達障害と難病をどうするかですね。

あと、もう１つ気になるのは、他の自治体にはお願いしているのですが、介護保険で要介護度別に、例えば要介護３なら要介護３の人たちの年齢区分というのはわかりますか。そこまで丁寧に見ないと、介護保険を分析できませんよね。例えば富山県の特色としてどうなのかというのは、要介護度３なり４なりで、85歳以上とか90歳以上の人が圧倒的だったら別にどうってことはないけれども、もし若い人がそうだとすると、かなり深刻に考えなくちゃいけないとか、そういう分析ができますので、できれば要介護度別の人数の年齢区分比率を出して欲しいと思います。

【宮田副会長】　前回、随分議論をしました「インクルージョン」という概念をどうするか、表に出すか出さないかということで。未成熟だという意見もあったのですが、最近は菊池桃子さんが一億総活躍国民会議で「インクルージョン」と発言されるなど、大分広まってきた感じがしますけれども、まさに冒頭で議論がありました「広い視野で考えていく」という点では、全ての人を対象に、全ての人の生活とか人生に関わる各分野について意識しながら計画策定を進めていくことが必要だと思っています。また、子ども・若者育成支援推進法の関係でも、児童・少年期から青年期につなぐところの課題がどうしても抜けがちなので、今後、児童養護施設からより家庭的な養育環境を推進することや、就労の問題なども含めて、周辺部分についても考えていく必要があると思います。「オリパラ」という言葉があって、オリンピック・パラリンピックのことだそうです。障害者のスポーツ、生涯にわたるスポーツ、あるいは競技スポーツだとか、トータルの視点で考えていく必要がありますので、そういった意味でのインクルーシブな議論というか視点というものが大切だと思います。そうなると、介護や福祉のサイドだけでなく、例えば教育委員会サイドや、産業や労働サイドなども、計画に積極的に、自ら通常レベルから関わっていただくということが必要なのかなと思います。特に、「まち・ひと・しごと創生」と言っていますので、企業がどう地域に貢献できるのかという、雇用を創出しながら地域を支える活動もできるようになるのかなど、特に今回の熊本地震でも、スーパーマーケットや大きな企業がすぐに救援対応したと言われていますが、こういったことも含めて、企業が地域にどう貢献できるのかという視点も必要ではないかと思います。

それからもう１つは、現行計画の指標の進捗状況が報告されましたけれども、何となく「順調に達成されているな」とか、「いや、ちょっと足りないな」という感覚なのですが、どうも実感として、本当に福祉の視点からと言いますか、実際の利用者の方とか生活者の視点から言うと、納得できるのかどうか。小規模多機能型居宅介護などの地域密着型サービスが随分増えているということですが、現実には、人材の確保がどうなっているのか、あるいはそのサービスがどうなっているのか。数値だと、量の問題ではクリアできても、質の問題はどうなのかという視点ですね。これも忘れてはならないことだと思います。そういった点では、「福祉は人なり」ということなので、提供者側においても、利用者側においても、人の視点というのは大事なのではないかということが２つ目です。

３つ目は、先ほど大橋会長から発言がありましたけれども、例の介護保険の改正に伴う新しい総合事業ですね。来年からいよいよ本格的にスタートすることになっていますが、各地域ではまだまだ市町村の体制ができておらず、モデル事業が一部で始まったばかりです。会長が指摘されたとおり、今まで、ケアネット活動で無料で提供されていたサービスが、一部有料化されるということになりますと、色々と調整を必要とする問題が出てくると思います。そういう点では、富山らしさとして、富山型デイサービス、ケアネット活動、地域包括支援センターがあります。地域包括支援センターは、取組みが活発な市町村とそうでもない市町村がありますが、富山市などは力が入っていますので、この３つをどう相乗効果を引き出してハイブリッドにしていくのか、これが富山県らしい福祉計画になるのではないかと思っています。

４点目ですが、県と市町村との関係ですが、確かにこの10年、20年で市町村にどんどん権限が移っていっています。その市町村への支援ということだと、県のスタンスはなかなか難しいところがありまして、実際に権限が移譲して手は出せないけど、口もあまり出せない状況になってきていると思うのですが、ここは広い視野で、あるいは専門的な視点と言うか広域的な視点をもって、ぜひ支援だけではなくて、私の感覚では、推奨とか誘導とか、指導までいくと問題があると言われますが、市町村と十分よい関係を保っていただきたいなと思います。特に、中核市では児童相談所をしっかり整備しなさいという方向になっています。現実には中核市だと人口40万人を超えていますので、他の市町村も、もしかしたら障害福祉などにみられるような圏域という感覚で幾つかのブロックに分けて、新たなブロックの市町村連合に事務事業をお任せし、県は４つの圏域をしっかり連携、交流、支援していくという形がよいかもしれないと思ったりします。今、県西部では、例の中核的都市として、高岡市を中心としながら、県西部の６市が連携していこうという動きもありますので、そういった枠組みの問題も少し意識してもよいのではないでしょうか。福祉計画ですので、どこまで入り込めるかわかりませんが、そのようなことを思いました。

【惣万委員】　思ったことを簡単に話したいと思います。１つは、障害者の方たちが介護保険に移行するときの「65歳の壁」を、県としてはどう考えておられるのか。全国では裁判まで起きています。富山市でもそういう集会があって、私は、都合が悪くて行けないのですが、チラシが回っています。「65歳になったらどうなるのか」という集会です。

それと、ひきこもり対策です。思っている以上にひきこもりが多い状況だと思います。確かに統計はとりにくいし、障害者手帳も持っていないし、親がまだ元気なうちはよいけれども、親が亡くなった時に、ひきこもりの人たちは生活保護を受けることになります。何かしなければ、働く気はないですよ、今のところ。まだ障害者の方が「働け、働け」ということで給料もらったりしていますけど、ひきこもり対策をどうしていくのかなと思います。

あとは、早く相談支援窓口を一本化して欲しいと思います。窓口を一本化というのは、勿論、子どもでもひきこもりでもお年寄りでも精神障害でも、それこそ元プロ野球選手の清原さんみたいに薬物で悩んでいる人とか、そういうような窓口を、ここへ回したり、あそこへ回したりと、たらい回しにするのではなくて、また、１軒の家に課題を抱えている人が複数いた時に、その人たちにも窓口を一本化して欲しいなと思います。それを富山県や富山市において早く取り組んでもらえないものかと思います。

そして、ホームヘルパーの問題です。ヘルパーの数も全然足りていません。武隈委員が言われると思いますが、実際にヘルパーさんの数がだんだん少なくなってきて、高齢化してきているし、10年後にどうなるかわからない。武隈委員は、どうお考えですか。私が見る限りでは、ヘルパーさんが疲弊している。だって、常勤で働けない。ほとんどがパートですよ。保育士と介護福祉士の給料が問題になっていますけれど、ヘルパーの給料をもっと上げないといけないと思います。でも、今の介護報酬では上げられませんよね。これをもうちょっと、在宅を進めるなら、３本のうちに訪問介護が１本入っているのだから、ヘルパーさんにも力を入れて欲しいということです。

それと、人員不足の問題です。介護施設を建てても、働く人がいなかったら、施設に入所できません。だけれども、どんどん施設が建っていて、本当にこれでよいのかなと思います。いつかの会議でも言いましたけど、国から補助をもらって整備したグループホームが、２年間も働く人がいない状態のところがあります。特養だって、本当は満床にしたいのだけれども、働く人がいないので、定員50床のところに40とか30床しか埋まらない訳です。それなのに、また施設を建てようとするのが、本当に納得いきません。

また、障害者差別について、実際にはこれからの課題だと思いますが、確かに障害者の方たちがどこかの店へ行って、わっと騒いだら、「もう来なくてよい」って平気で言う店があります。まだ障害者差別解消の取組みは始まったばかりですけれど。それと、普通の人たちに「差別」と言っても「区別」だと思っているかもしれません。同じように「虐待」と言われても、これが虐待かどうか。でも、虐待されるのは障害者だけじゃないですよね。健康な人だっていろんなことを言われますよね。障害者差別解消の取組みをもうちょっと広げていかなければならないと思います。

それと私は、この委員にか、事務局にかわからないけれど、なぜ社協が入っていないのか不思議に思います。福祉と言ったら社協なんじゃないかと単純に思います。
また、先ほど話がありました小規模多機能型の介護をこれから進めていって欲しいと思いますが、全国でも、富山県内の話を聞いてでも、普通のデイサービスと変わらないところがたくさんあるようです。要するに、訪問もしない、泊まりもしない。「それじゃあ、私たちのデイサービスとどう違うのか」と言いたいところですが、原因の１つは、「やっぱり人手不足」だと言っています。

【武隈委員】　今、惣万委員が指摘されたとおりで、訪問介護の現場は、70代の方でも働いているのが現実です。事務局の報告事項の中で「３Ｋ」とありましたように、若手のなり手がいません。賃金のせいなのか、やりがいというところが伝わっていないのかというところです。先ほど言われた施設に人手が足りないというところで、訪問介護からも施設の方に職員が流れていくという現実もあります。

【大橋会長】　惣万委員が言われたのと同じで、永原課長さんから報告があったけれども、子どものひきこもりは5,300人と数字が出ていますが、大人のひきこもりの数字がわからないのですよね。内閣府推計で大体２％から３％というのを当てはめれば、富山県人口100万として、２、３万人いるかもしれない。これが労働力として重要な意味を持つ訳で、このまま放っておくと無年金になっていくから、これはアウトリーチしない限り、絶対に解決しませんよ。それがケアネット活動だとかと上手くつながっていないところが問題で、それこそ社協にでも言ってもらわなくちゃいけない、それぐらい難題かもしれないということです。

もう１つは、障害者手帳の所持者の68％が65歳以上で、まさに「65歳の壁」で、サービスがどう変容するかというデータが欲しいですね。これは本当に全国各地で裁判も起きていて、どう乗り越えるかというのは大きな課題ですが、とっても大事なことだと思います。

それから、先ほど宮田副会長が言われたことですが、企業の社会貢献もあれば、富山県に160ぐらいある社会福祉法人の社会貢献、地域貢献も、もっとやってもらわなくちゃいけない訳で、そういうことも含めて、従来の延長ということも大事にしながら、データ的にも、新たな視点と枠組みを少し設定してみることが大事かなと、今聞きながら感じました。

【本田委員】　惣万委員が言われたことも、ものすごくよくわかります。やはり、人材の不足というのが一番問題になってきますよね。資料３－５に「介護人材の現状と課題」とありますように、2025年までに7,000人必要というのは、これはもう大変な数ですよ。これをどうするのかという切迫感というのがあまり伝わってきませんね。例えば、「介護ボランティアで何とかしよう」ということなのかもしれませんが、ちょっとそこまで人を確保できないでしょう。
だから、課題はわかっているので、若者の介護離れを防ぐ時に、どこまで行政ができるかというのはあると思いますが、給料面とかやりがいの面とか、将来展望が見えれば、若者だって増えると思いますし、それがないからこそ、養成校へ入学してこないという現状があると思います。それらをどうしていくのか、一つ一つ手を打っていかないと駄目だと思います。

それと、本当に若者だけでよいのか。ボランティアじゃなくて、先ほどパートの方々の給料を上げることも必要だという指摘も出ていましたけれど、それらも含めて、介護報酬の話もありますが、やっていかなきゃならない。それを基本計画の中でどう表現するのかしないのかわかりませんけども、フォローアップしてほしい。その辺をちょっと考えてみる必要があると思います。

あと、障害者差別解消ガイドラインですけれども、これはこの形でまとめられたのでしょうか。
【石浦厚生企画課長】　ガイドラインは、冊子で作成しております。資料は説明用に１枚にまとめたもので、具体例も１個ずつしか載っていませんが、冊子では10個以上を掲載しています。

【惣万委員】　「３Ｋ」が、「きつい」「汚い」「危険」と、この３Ｋというのなら、私は触れて欲しくないですね。より介護のイメージが悪くなるから。例えば、「感動する」とか「給料が高い」とかにしてくれればよい。ただ、看護師さんたちも、かつては「３Ｋ」「５Ｋ」と言われていました。だけれども、看護師さんたちは10年から20年かけて、今ものすごくよくなってきましたよね、環境も給料も。彼女たちは頑張って勝ち取った。今の介護現場は疲れ果てていて「勝ち取る、頑張る、団結する」という意欲がない。給料があまりにも低い。

【大橋会長】　今、中央でも、ソーシャルワークもケアワークも、「３Ｋ」という言葉は使わないで、「楽しさ」「こわさ」「醍醐味」という言葉で共通にやろうとしている。楽しんで、一方で、人の命に関わることだから怖い。だけれども、醍醐味があるよねということ。今年７月のソーシャルワーカーデーも「楽しさ」「こわさ」「醍醐味」というのを合い言葉にしている。
【惣万委員】　「３Ｋ」の「Ｋ」は「感動」とか。
【宮田副会長】　「感謝」「感動」「感激」でしたかね。

【惣万委員】　そういうのがよいよね。
【宮田副会長】　明日の福祉人材確保対策会議でも議論します。

【大橋会長】　事務局には、教育委員会にもちょっとお願いしたい話なのですが、全国の介護福祉士の専門学校卒業生は5,000人います。一方、福祉科、総合学科を置いている高校で福祉を学んでいる生徒は１万人います。１万人いる生徒のうち5,000人が介護福祉士の国家試験を受けています。合格率は90％。それで、高校福祉科の卒業生は、大体地元に就職している。地元の就職率が90％と、定着率がよい訳ですよ。

今まで介護人材と言うと、すぐに専門学校と言って「専門学校の方が問題だ」と。それで、１万人のうちの5,000人が国家試験を受けていて、残りの5,000人はどうしているのかと言ったら、大体が看護学部か社会福祉学部か、ＰＴかＯＴの四年制大学へ行っています。専門学校の体質を変えないことには、介護人材の確保はできないということで、もし可能であれば、南砺福野高校を調べてもらってどういう進路状況なのかというデータを出して、富山県もリベラルアーツ的な教育が強かったところだけど、そういう産業教育の分野も充実させることも考えて欲しいと思います。

【惣万委員】　外国人介護者も入れてほしい。日本人だけじゃなくて。
【宮田副会長】　富山県では真田教育の反動があって、ずっとリベラルアーツで来ていますね。

【大橋会長】　ちょっとそれを見直してみましょう。

６　閉　　会

【大橋会長】　それでは、予定より時間が５分延びてしまいました。これだけの委員数で全部をフォローするのは難しいので、関係団体にヒアリングをして、直接に色々と聞いてもよいのではないかと思います。そんなことも考えて、できるだけ多くの方のご意見を反映する形でまとめられればと思っております。

今日は１時間半ということでしたが、次回は少し時間を取って議論させていただきたいと思います。本日はお疲れ様でした。ありがとうございました。
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